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要旨：柱・梁接合部内の主筋付着性状を実験変数とした，接合部破壊型スラブ無し鉄筋コン

クリート造立体内柱・梁接合部に水平二方向同時静的交番載荷実験を行い，接合部内の主筋

付着性状が架構の破壊性状に与える影響，接合部せん断破壊型立体架構の接合部せん断耐力

および接合部のせん断強度の二軸相関について検討することを目的としている。 
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1. はじめに 

 平面接合部における実験研究 1)によると，柱・

梁接合部において，層せん断力の低下は接合部

内梁主筋の付着劣化に伴う梁危険断面コンクリ

ート圧縮域の拡大により，梁応力中心間距離が

減少することに起因するとされている。また，

接合部内の付着が存在しない場合には圧縮スト

ラットによる応力負担分が大きくなり，立体接

合部では直交梁による拘束効果により，さらに

圧縮力が集中すると考えられる。そこで異なる

付着性状を有する RC立体柱・梁接合部の実験を

行い，接合部内主筋の付着性状が立体柱・梁接

合部のせん断性状へ与える影響を検討した。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体概要 

 表-1 に各試験体諸元一覧を示し，図-1 に試験

体概要を示す。試験体は，縮尺およそ 1/2とした

スラブなしの平面内柱・梁接合部部分架構 2 体

と，立体内柱・梁接合部部分架構 2 体の計 4 体

である。すべての試験体において接合部せん断

破壊が先行するように設計した。試験体形状(柱

断面 350mm×350mm，梁断面 250mm×400mm)

および配筋，コンクリート設計基準強度(18MPa)

は共通とし，接合部内柱・梁主筋の付着の有無
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表-1 試験体諸元一覧 

 

図-1 試験体概要（試験体 MT1） 
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を実験因子とした。試験体MP2，MT2では接合

部内柱・梁主筋の凹部に紙粘土をつめ，ビニー

ルを巻きつけることによりコンクリートとの付

着を絶縁した。試験体MP1，MT1では接合部内

の付着性状を良好にするためにネジ鉄筋を接合

するために用いるネジ継手を 7mm 幅に切断し，

図-2に示すように梁主筋 1本につき接合部内の

3 ヶ所溶接した（以後，溶接節と呼ぶ）。溶接節

のある場合の付着性能を把握する為，建材試験

センターの標準引抜付着試験法を準用した実験

を行った。試験体は付着区間を 6dbとした 200mm

の立方体で，溶接節のある場合は最大耐力前に

鉄筋が降伏した。普通鉄筋の場合には平均付着

応力度 10.8MPa で，溶接節がある場合は 2 倍の

23.3MPaとなり溶接節の効果が見られた。本研究

は付着性能を意図的に変えた特殊な実験である。

また，図-1 に示すように接合部内の横補強筋に

は両端 180度フック付きの単筋を 2-Ｄ13として

3組配筋した。表-2に使用鉄筋の材料特性を示す。 

2.2 実験方法 

 柱頭・柱脚をピン支持，梁端をピン・ローラ

ー支持とした試験体の柱頭に圧縮一定軸力およ

び水平力を与えた。軸力は荷重制御，水平力は

層間変形角 R により制御し，R=1/400rad.を 1サ

イクル，1/200，1/100，1/50rad.を 2 サイクルず

つ，1/33rad.を 1 サイクル，1/25rad.を 2 サイク

ル行った後，正方向加力を押し切りとした。EW

方向を主方向，NS方向を直交方向と便宜上呼ぶ

ことにし，平面試験体には EW 方向に，立体試

験体には EW方向，NS方向それぞれ同じ層間変

形角を与え，水平 45度方向加力を行った（図-3）。 

 

3. 実験結果 

3.1 破壊経過概要 

 層間変形角 R=4%終了時のひび割れ状況を図

-4 に示す。平面試験体 MP1 および MP2 で接合

部せん断ひび割れが発生した。試験体MP1では，

接合部に大きなせん断ひび割れが複数発生し，

コンクリートは大きな塊で剥落した。主筋の付

着を絶縁した試験体MP2では，主対角の斜めひ

び割れが卓越して拡大した。両試験体で梁主筋

は降伏せず，柱主筋は試験体MP1においてR=4%

以降の大変形時に数ヶ所降伏したが，試験体

MP2では降伏しなかった。立体試験体MT1およ

びMT2においては，柱，梁に発生したひび割れ

に大きな差は見られなかったが，付着を絶縁し

た試験体MT2の方が柱危険断面のコンクリート

圧壊領域は広範囲に渡った。試験体MT1におい

ては柱，梁主筋ともに R=4%以降の大変形時に半

数以上が降伏しており柱，梁は降伏したと判断

した。付着を絶縁した試験体MT2は，柱主筋は

R=4%以降の大変形時に数ヶ所降伏したが，梁主

筋は降伏しなかった。立体，平面試験体ともに

接合部横補強筋は降伏しなかった。最終的な破

壊形式は接合部ひび割れ状況，鉄筋降伏状況及

び層間変形角に占める接合部せん断変形の割合

から判断し試験体MP1，MP2およびMT2は接合

 表-2 鉄筋材料特性 

 

図-4 ひび割れ状況（層間変形角 R=4%） 

 

 (a)試験体MP1(南面)           (b)試験体MP2(南面)     

)

(c)試験体MT1(北面)             (d)試験体MT2(北面)    

降伏 ヤング

強度MPa 係数※1GPa

D10(SD785) 1045.8※2 187.7
D13(SD785) 991.1 220.3
D22(SD490) 563.9 201.7
D25(SD490) 525.8 194.4
※1：引張り試験による見かけの値

※2：明確な降伏棚が存在しないためひずみ0.2%
  の弾性勾配を用いて計算した
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部せん断破壊，試験体MT1は接合部せん断破壊

後，柱，梁の曲げ降伏破壊とした。なお，立体

試験体の接合部せん断変形割合は全体変位から

柱，梁変形を引いたもである． 

3.2 層せん断力-層間変形角関係 

 図-5に層せん断力-層間変形角関係を示す。層

せん断力は，測定した梁のせん断力の釣り合い

から求めた。平面試験体MP1およびMP2は層間

変形角 R= 2%で最大耐力に達し，その後耐力低

下が生じた。平面試験体で付着を絶縁すること

により最大耐力は 19.5%低下した。立体試験体

MT1およびMT2は，最大耐力に達した後，層せ

ん断力はほぼ頭打ちとなった。それ以降主方向，

直交方向ともに耐力を維持した。最大層せん断

力は，付着を絶縁することで主方向および直交

方向で 26%低下した。すなわち，平面および立

体試験体において主筋の付着性状の違いが最大

耐力に影響を与えた。平面と立体試験体を比較

すると，最大耐力は付着がある試験体では 23%，

付着を絶縁した試験体では 11%それぞれ立体試

験体の方が大きくなった。また，大変形時にお

ける耐力低下は，平面試験体の方が顕著となり，

立体試験体ではほとんどみられなかった。すな

わち，最大耐力および耐力後の挙動に直交梁の

有無が影響を与えたことが認められた。 

 

4. 実験結果の検討 

4.1 梁主筋付着性状 

 接合部内の梁主筋付着応力-層間変形角関係の

包絡線を図-6 に示す。梁主筋付着応力はすべて

の試験体で梁危険断面に近い接合部内での梁の

鉄筋力の差より計算した平均の値である。各梁

鉄筋力は危険断面位置の梁主筋に貼付した歪み
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ゲージの出力をRamberg-Osgoodモデルにより応

力変換して求めた．平面試験体MP1は，繰り返

し載荷の増大に伴い梁主筋付着応力は低下した。

しかし梁主筋の引張り鉄筋力は最後まで増大し

たため，梁主筋付着応力の減少は梁主筋の付着

劣化が原因である。立体試験体MT1では，付着

応力は若干低下した。これは，直交梁の拘束効

果により付着応力が良好に保たれたためである

と考えられる。付着を絶縁した試験体では，平

面試験体MP2ではほとんど付着応力は存在しな

かった。立体試験体MT2では，付着を絶縁して

いるが，付着応力が存在しており，R=1%時まで

は平面試験体MP2と同じ値を示したが，最大耐

力に達した R=2%以降も付着応力が低下するこ

とはなかった。試験体MT2以外，最大耐力後に

付着応力が低下しており，付着性状が最大耐力

後の耐力低下に影響を与えていると考えられる。 

4.2 梁断面の中立軸位置 

 梁危険断面から 50mm の位置の梁表面にコン

クリートひずみゲージを貼付し，そのひずみ分

布から梁危険断面での中立軸位置を検討した 2)。

図-7 に各試験体の正加力時の中立軸位置分布を

示す。すべての試験体において 1 サイクル目の

中立軸位置は圧縮縁から 200mm(D/2，D梁せい)

以内の距離にあるが，試験体MP1では加力が進

むにつれて中立軸位置が圧縮縁より 200mm以上

離れた位置に推移した。梁主筋の位置は上端，

下端で異なるため東西および南北梁危険断面で

中立軸深さが異なることが考えられるが，コン

クリートひずみゲージの負加力時の中立軸深さ

の推移より，東西および南北危険断面での中立

軸位置は同じであると仮定すると，左右の危険

断面位置のコンクリート圧縮域が接合部を挟ん

で中央付近において重なっている（図-11参照）

ことになる。立体試験MT1は中立軸位置が圧縮

縁から 200mm離れることはなかった。付着を絶

縁した試験体 MP2，MT2 は同様の推移を示し，

圧縮縁から 100mm から 150mm の間で推移し，

コンクリート圧縮域が重なることはなかった。  

4.3 接合部入力せん断力 

 図-8 に各試験体の接合部入力せん断力の推移

を示す。試験体MP1では，危険断面でのコンク

リート圧縮域が断面中央付近で重なるので重複

分を考慮して計算した 2)。接合部のせん断抵抗断

面積は文献 4)に従った。図-8より付着がある試験

体の方が，付着を絶縁した試験体よりも接合部

入力せん断力は大きかった。これは付着を絶縁

することにより，接合部内の圧縮ストラットに

応力が集中したことにより，早期に接合部が圧

壊し，せん断力がほぼ一定になったことが原因

であると考えられる。付着の有無に関わらず平

面試験体と立体試験体では R=1%までは接合部

 

図-8 接合部入力せん断力-層間変形角関係

表-3 接合部せん断応力度（実験値/計算値）
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入力せん断力の推移に違いは見られなかったが

それ以降は立体試験体のほうが大きくなった。

立体試験体で接合部入力せん断力は低下しない

が，層せん断力が低下したのは柱主筋の付着力

の低下が要因であると考えられる 3)。ここでは示

していないが，今回の実験においても柱主筋に

沿った付着力の低下が確認されている。 

(1) 既往のせん断強度式との比較 

表-3 に実験結果と現行の設計指針によるせん

断強度算定式によって求めた計算値を併記した。

立体試験体については，主方向および直交方向

での接合部せん断応力度のベクトル和も評価し

た。表中の τ 靭性式は文献
4)を用いて計算した。平

面試験体では計算値に対する実験値の比は 0.96

～1.42，立体試験体では 1.04～1.86となった。 

(2) 立体架構の二軸せん断強度 

図-9 に立体試験体の二軸相関図を示す。立体

試験体においてそれぞれの平面試験体の最大一

軸せん断強度で与えられる矩形相関曲線より外

側に位置した。このことは，両側に直交梁が取

り付く接合部に対して二方向入力に対するせん

断設計が，柱の曲げ強度に見られるような任意

方向に対して楕円補間により耐力低減を考慮す

る必要はないことを示している。すなわち，各

梁方向の応力に対してそれぞれ個別に設計する

ことで，任意方向のせん断力に対して接合部を

安全に設計できるが，長方形相関曲線よりかな

り外側に位置しており，靭性指針式（平均値式）

による計算値は実験値を過小評価している。 

4.4 接合部横補強筋の負担せん断力 

この実験では，接合部横補強筋として図-3 の

ような両端 180度フック付きの単筋を使用した。

これは，フープ筋のように主方向と直交方向と

の引張り力の相互干渉を取り除く為である。平

面試験体では，直交方向の単筋はコア・コンク

リートの面外膨張に対する拘束機能だけを有す

るのに対して，主方向の単筋はコンクリートの

拘束効果およびせん断抵抗効果の両方を有する

と考えられる。実験では全試験体の両単筋とも

に降伏しなかったので，測定したひずみにヤン

グ係数を乗じることにより負担引張り力を計算

した。図-10に層間変形角と補強筋水平力の関係

を示す。試験体 MP1 では，R=2%までは主方向

の単筋の負担力の方が直交方向の単筋よりも大

きく，その差分がトラス機構によって負担され

るせん断力と考えられる。接合部入力せん断力

に対するトラス負担分は変形とともに減少し，

R=0.5%時に 13.5％で最大となり，3%時には 0

となる。これに対して梁主筋付着を絶縁した試

験体MP2では，主，直交方向ともほぼ同程度の

負担力を示した。付着を絶縁した試験体におい

てはトラス機構が形成されないため，単筋の引

張り力は両方向ともにコア・コンクリートの膨

張を拘束するために機能したと考えられる。  

立体試験体においては 45度加力をした場合に

は，単筋の直交方向と主方向の区別がつかない。

しかし，図-10をみると主方向の単筋の負担力の

方が大きくなっている。これは，接合部の膨張

量が主，直交方向ともに同じであると仮定する

と主，直交方向のトラス負担分が異なっている

ことになる。これは主方向と直交方向とで上端

からの主筋の位置が異なっていることによるも

のと考えられる。ここでは示していないが，付

着を絶縁した場合には R=2%までは両単筋の負
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図-10 接合部横補強筋の負担力 
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担力は同じであったが，2%以降，急激に主方向

の単筋の負担力が増加した。これは接合部内に

せん断ひび割れが発生した為と考えられる。 

4.5 コンクリート圧縮負担分せん断力 

接合部へ入力される水平方向のせん断力の経

路は梁付け根コンクリートの圧縮力によるもの

と，接合部内梁主筋の付着力によるものと二つ

がある。そこで，梁主筋付着によって接合部内

に入力されるせん断力（Fb）と梁付根の圧縮コ

ンクリートから接合部内に入力されるせん断力

との比を求めた。 (上端筋の場合，図-11参照) 

T1=Cc1+Cs1   (1) 

Fb,t=T1+Cs2   (2) 

Vj=T1+Cs2+Cc2-Vcol  (3) 

これより 

Fb,t+Cc2=Vj+Vcol   (4) 

が成立する。ここで，T1：梁主筋の引張り力，

Cs1，Cs2：梁主筋の圧縮力，Cc1，Cc2：コンクリ

ートの圧縮力，Vj：接合部入力せん断力，および

Vcol：層せん断力である。図-12 にコンクリート

圧縮負担分の推移を示す。変形とともに主方向

においてはコンクリート圧縮負担分が増加し，

R=4%時では 70～80%まで増加している。直交方

向では 60%で頭打ちとなっている。以上より変

形とともに負担割合は変化した。最大耐力後以

降は，コンクリート負担割合がほぼ同じになっ

た。各試験体の R=3%時のそれぞれの負担せん断

力を求めると，平面試験体においてはコンクリ

ート負担力（MP1:786kN，MP2:770kN）が同じで

あったが，立体試験体においては 1 割

（MT1:1025kN，MT2:888kN）ほど異なっていた。  

 

5. まとめ 

(1) 平面試験体において，最大耐力は付着を絶縁

することにより 19.5%低下した。立体試験体

では最大耐力は付着を絶縁することにより

26%低下した。平面および立体試験体での最

大耐力に付着性状の違いが影響を与えた。 

(2) 今回の実験では，立体架構における二軸せん

断強度は，矩形相関曲線の外側に位置した。

すなわち，各構面の応力に対して各々個別に

設計することで，任意方向のせん断力に対し

て接合部を安全に設計することができる。 

(3) 変形とともに接合部入力せん断力に対する

コンクリート圧縮負担割合は変化した。最大

耐力後以降は，コンクリート負担割合が主，

直交方向ともほぼ同じになった。  
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